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第一部 【企業情報】 

  

第１ 【企業の概況】 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】 
  

(注) １．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。

３．当社は、平成25年10月１日付で普通株式１株につき100株の割合で株式分割を行っております。これに伴

い、前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり四半期純損失金額又は１株当た

り当期純利益金額を算定しております。 

  

２ 【事業の内容】 

当第１四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社において営まれている事業の内容について、重要な

変更はありません。 

  また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

  

回次 
第31期 

第１四半期 
連結累計期間 

第32期 
第１四半期 
連結累計期間 

第31期 

会計期間 
自  平成25年４月１日
至  平成25年６月30日

自  平成26年４月１日 
至  平成26年６月30日 

自  平成25年４月１日
至  平成26年３月31日

売上高 (千円) 7,292,950 7,768,697 35,126,105 

経常損失(△)又は経常利益 (千円) △285,999 △75,214 1,121,313 

四半期純損失(△) 
又は当期純利益 

(千円) △182,668 △60,788 559,300 

四半期包括利益又は包括利益 (千円) △190,316 △56,006 612,915 

純資産額 (千円) 9,209,503 9,710,831 9,949,677 

総資産額 (千円) 18,287,315 17,987,226 18,783,519 

１株当たり四半期純損失金額(△) 
又は１株当たり当期純利益金額 

(円) △23.26 △7.74 71.22 

潜在株式調整後１株当たり 
四半期(当期)純利益金額 

(円) ― ― ― 

自己資本比率 (％) 48.8 52.3 51.3 
 

― 2 ―



第２ 【事業の状況】 

  

１ 【事業等のリスク】 

当第１四半期連結累計期間において、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度

の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。 

  

２ 【経営上の重要な契約等】 

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

（１）業績の状況 

当第１四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年６月30日まで）における我が国経済は、消費税率引

き上げ前の駆け込み需要の反動が懸念されたものの、円安・株高の継続を背景に企業収益の改善や設備投資の増加

が見られ、緩やかな回復基調で推移しました。 

 情報サービス業界においては、堅調なIT投資の動向を受けて、売上高の増加傾向が継続しました。 

 このような状況の中、当社グループは中期計画の仕上げの期において着実なスタートを切るべく、引き続き中期

計画の主要課題である「事業統合効果を活かした鉄鋼事業体質強化」、「製造流通ソリューション事業の強化・拡

大」、「自社プロダクト・ソリューション事業の更なる成長」の推進に注力するとともに、今後の成長分野とし

て、仮想化技術やクラウドコンピューティングを用いた基盤ソリューションやスマートデバイスを用いたソリュー

ションの展開を加速させるべく、研究開発やマーケティング活動に取り組みました。 

 当第１四半期連結累計期間の営業成績につきましては、当社グループの場合、顧客企業の情報システムの検収が

９月及び３月に集中し、第１四半期連結累計期間の業績は他の四半期を下回る傾向があります。当第１四半期連結

累計期間においては損失を計上しておりますが、いずれの金額も前年同四半期に比べ大幅に改善しており、第２四

半期連結累計期間及び年度通期の目標達成に向けて引き続き努力して参ります。 

 以上の結果、鉄鋼向け及び製造流通向けの売上高増加などにより連結売上高は前年同四半期比6.5%増の7,769百

万円となりました。損益面では、営業損失は前年同四半期比207百万円減の△83百万円、経常損失は前年同四半期

比211百万円減の△75百万円、四半期純損失は前年同四半期比122百万円減の△61百万円となりました。 
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（２）資本の財源及び資金の流動性についての分析 

① 資金需要 

当社グループの資金需要のうち主なものは、当社グループにおけるシステム開発に係る人件費、外注費及びシス

テム製品等の購入に係る費用、並びに販売費及び一般管理費としての人件費及び諸経費であります。 

② 財政政策 

当社グループの資金需要は、システム開発工程において発生する人件費、外注費、システム製品等の購入に係る

費用及びその他経費からなる運転所要が中心であります。従って、発生する費用の回収は売上代金の入金をもっ

て、その多くが完了することになることから、必要とされる資金の基本的な性格は短期運転資金であります。 

 当社グループでは、この短期運転資金の調達を、自己資金と短期借入金によって賄っておりますが、当第１四半

期連結累計期間の所要資金は自己資金によって賄っております。 

 また、当社はジェイ エフ イー ホールディングス株式会社が提供するキャッシュマネジメントシステム（CMS）

を利用し短期運転資金の調整を行っております。当第１四半期連結累計期間においては、このCMSによる短期運転

資金の調整は預け入れ基調で推移し、当社の同社への資金の追加預け入れ累計額は3,590百万円、預け入れ取り崩

し累計額は2,830百万円となっております。 

  

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第１四半期連結累計期間において、対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題はありません。 

  

（４）研究開発活動 

当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は27百万円であります。 

なお、当第１四半期連結累計期間において、研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 

  

（５）従業員数 

当第１四半期連結累計期間において、従業員数に著しい増加又は減少はありません。 

  

（６）生産、受注及び販売の実績 

当第１四半期連結累計期間において、生産、受注及び販売の実績について著しい変動はありません。 

  

（７）主要な設備 

① 主要な設備の状況 

当第１四半期連結累計期間において、主要な設備に著しい異動はありません。 

  

② 設備の新設、除却等の計画 

当第１四半期連結累計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はあ

りません。 
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第３ 【提出会社の状況】 

  

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 31,412,000 

計 31,412,000 
 

種類 
第１四半期会計期間 
末現在発行数(株) 

（平成26年６月30日) 

提出日現在 
発行数(株) 

(平成26年８月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 7,853,000 7,853,000 
東京証券取引所 
市場第二部 

完全議決権株式であり、株主
としての権利内容に制限のな
い、標準となる株式でありま
す。なお、単元株式数は100株
であります。 

計 7,853,000 7,853,000 ― ― 
 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式 
総数残高 
(株) 

資本金増減額
(千円) 

資本金残高 
(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金 
残高 
(千円) 

平成26年４月１日～ 
平成26年６月30日 

― 7,853,000 ― 1,390,957 ― 1,959,236 
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(6) 【大株主の状況】 

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

(7) 【議決権の状況】 

当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載すること

ができませんので、直前の基準日である平成26年３月31日の株主名簿により記載しております。 

① 【発行済株式】 

(注) 「完全議決権株式(その他)」欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が400株（議決権４個）含まれてお

ります。 

  

② 【自己株式等】 

該当事項はありません。 

  

２ 【役員の状況】 

（取締役及び監査役の状況） 

該当事項はありません。 

  

（執行役員の状況） 

該当事項はありません。 

  

  

  

 

      平成26年３月31日現在 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ― 

完全議決権株式(その他)  普通株式 7,852,900 78,529 ― 

単元未満株式 普通株式       100 ― ― 

発行済株式総数 7,853,000 ― ― 

総株主の議決権 ― 78,529 ― 
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第４ 【経理の状況】 

  

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成26年４月１日から平成

26年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成26年４月１日から平成26年６月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。 

  

― 7 ―



１ 【四半期連結財務諸表】 

(1) 【四半期連結貸借対照表】 

  

                      (単位：千円) 

                    
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成26年６月30日) 

資産の部     

  流動資産     

    現金及び預金 313,754 229,674 

    受取手形及び売掛金 7,272,404 5,411,054 

    商品 134,693 131,104 

    仕掛品 922,373 1,196,604 

    貯蔵品 88,756 189,807 

    預け金 2,140,000 2,900,000 

    その他 947,372 1,060,256 

    貸倒引当金 △1,000 △1,000 

    流動資産合計 11,818,353 11,117,499 

  固定資産     

    有形固定資産 2,311,441 2,250,138 

    無形固定資産     

      のれん 235,072 205,688 

      ソフトウエア 1,923,543 1,806,408 

      その他 413,650 507,711 

      無形固定資産合計 2,572,265 2,519,807 

    投資その他の資産     

      その他 2,094,251 2,112,573 

      貸倒引当金 △12,790 △12,790 

      投資その他の資産合計 2,081,460 2,099,783 

    固定資産合計 6,965,166 6,869,727 

  資産合計 18,783,519 17,987,226 

負債の部     

  流動負債     

    買掛金 1,736,302 1,471,776 

    未払法人税等 355,524 16,990 

    受注損失引当金 6,785 - 

    その他 3,599,572 3,665,716 

    流動負債合計 5,698,184 5,154,482 

  固定負債     

    退職給付に係る負債 2,467,608 2,524,381 

    その他 668,051 597,531 

    固定負債合計 3,135,659 3,121,912 

  負債合計 8,833,843 8,276,395 
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                      (単位：千円) 

                    
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成26年６月30日) 

純資産の部     

  株主資本     

    資本金 1,390,957 1,390,957 

    資本剰余金 1,959,236 1,959,236 

    利益剰余金 6,301,349 6,065,521 

    株主資本合計 9,651,542 9,415,714 

  その他の包括利益累計額     

    その他有価証券評価差額金 20,560 22,774 

    土地再評価差額金 13,589 13,589 

    為替換算調整勘定 9,333 8,207 

    退職給付に係る調整累計額 △63,057 △59,241 

    その他の包括利益累計額合計 △19,575 △14,671 

  少数株主持分 317,710 309,788 

  純資産合計 9,949,677 9,710,831 

負債純資産合計 18,783,519 17,987,226 
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 

【四半期連結損益計算書】 

【第１四半期連結累計期間】 

                      (単位：千円) 

                    前第１四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年６月30日) 

売上高 7,292,950 7,768,697 

売上原価 6,286,183 6,582,133 

売上総利益 1,006,767 1,186,564 

販売費及び一般管理費 1,296,189 1,269,390 

営業損失（△） △289,422 △82,826 

営業外収益     

  受取利息 1,489 1,159 

  受取配当金 1,380 4,685 

  受取手数料 1,801 1,878 

  その他 3,519 1,846 

  営業外収益合計 8,190 9,568 

営業外費用     

  支払利息 2,172 1,604 

  会員権評価損 2,200 - 

  その他 395 352 

  営業外費用合計 4,767 1,956 

経常損失（△） △285,999 △75,214 

税金等調整前四半期純損失（△） △285,999 △75,214 

法人税等 △94,782 △14,169 

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △191,217 △61,045 

少数株主損失（△） △8,549 △256 

四半期純損失（△） △182,668 △60,788 
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【四半期連結包括利益計算書】 

【第１四半期連結累計期間】 

                      (単位：千円) 

                    前第１四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年６月30日) 

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △191,217 △61,045 

その他の包括利益     

  その他有価証券評価差額金 △2,464 2,349 

  為替換算調整勘定 3,365 △1,126 

  退職給付に係る調整額 ― 3,815 

  その他の包括利益合計 901 5,039 

四半期包括利益 △190,316 △56,006 

（内訳）     

  親会社株主に係る四半期包括利益 △181,657 △55,884 

  少数株主に係る四半期包括利益 △8,658 △122 
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【注記事項】 

(会計方針の変更等) 

  

  

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理) 

  

  

(四半期連結損益計算書関係) 

当社グループは事業の性格上、顧客への納期が９月及び３月に集中する傾向があるため、第１四半期連結会計期

間の業績は第２四半期連結会計期間及び第４四半期連結会計期間を下回るという特性があります。 

  

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。 

  

  

当第１四半期連結累計期間 
(自  平成26年４月１日  至  平成26年６月30日) 

１．会計方針の変更 

 「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日。以下

「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられ

た定めについて当第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給

付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法を従業員の

平均残存勤務期間に近似した年数に基づく割引率から、退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を

反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更いたしました。 

 退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第１四

半期連結会計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加

減しております。 

 この結果、当第１四半期連結会計期間の期首の退職給付に係る負債が3,525千円増加し、利益剰余金が2,274千

円減少しております。また、当第１四半期連結累計期間の営業損失、経常損失及び税金等調整前四半期純損失は

それぞれ6,781千円減少しております。 
 

当第１四半期連結累計期間 
(自  平成26年４月１日  至  平成26年６月30日) 

１．税金費用の計算 

 当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合

理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。 

 ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効

税率を使用する方法によっております。 
 

  
前第１四半期連結累計期間 
(自  平成25年４月１日 
至  平成25年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自  平成26年４月１日 
至  平成26年６月30日) 

減価償却費 397,514千円  401,844千円 

のれんの償却額 29,384千円  29,384千円 
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(株主資本等関係) 

前第１四半期連結累計期間(自  平成25年４月１日  至  平成25年６月30日) 

１．配当金支払額 

  

  

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの 

該当事項はありません。 

  

  

当第１四半期連結累計期間(自  平成26年４月１日  至  平成26年６月30日) 

１．配当金支払額 

  

(注) 当社は、平成25年10月１日付で普通株式１株を100株に株式分割するとともに、１単元の株式数を100株とする

単元株制度を採用いたしました。 

  
２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの 

該当事項はありません。 

  

  

 

決議 株式の種類 
配当金の総額

(千円) 
１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成25年６月25日 
定時株主総会 

普通株式 157,060 2,000 平成25年３月31日 平成25年６月26日 利益剰余金 
 

決議 株式の種類 
配当金の総額

(千円) 
１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成26年６月24日 
定時株主総会 

普通株式 172,766 22 平成26年３月31日 平成26年６月25日 利益剰余金 
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(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

当社グループの事業セグメントは情報サービス事業のみの単一セグメントであり、セグメント情報は開示情報とし

ての重要性が乏しいため記載を省略しております。  

  

 

― 14 ―



(１株当たり情報) 

１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

(注) １．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．当社は、平成25年10月１日付で普通株式１株につき100株の割合で株式分割を行っております。これに伴

い、前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり四半期純損失金額を算定してお

ります。 

  

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

  

  

２ 【その他】 

 該当事項はありません。 

  

 

項目 
前第１四半期連結累計期間
(自  平成25年４月１日 
至  平成25年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間
(自  平成26年４月１日 
至  平成26年６月30日) 

１株当たり四半期純損失金額(△) △23円26銭   △7円74銭 

   (算定上の基礎)     

    四半期純損失金額(△)(千円) △182,668 △60,788 

    普通株主に帰属しない金額(千円) ― ― 

    普通株式に係る四半期純損失金額(△)(千円) △182,668 △60,788 

    普通株式の期中平均株式数(株) 7,853,000 7,853,000 
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

  

該当事項はありません。 
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【表紙】   

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成26年８月13日 

【会社名】 ＪＦＥシステムズ株式会社 

【英訳名】 JFE Systems,Inc. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  西 崎   宏 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当はありません。 

【本店の所在の場所】 東京都墨田区太平四丁目１番３号 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 
 



１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】 

当社代表取締役社長西崎宏は、当社の第32期第１四半期（自  平成26年４月１日  至  平成26年６月30日）の四半

期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。 

  

２ 【特記事項】 

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 


